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「第４次山梨県配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画 

（R1～R5）」に基づく令和３年度状況報告 

【経緯】 

 「第４次山梨県配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画」（以下、「第４

次ＤＶ防止計画」と記す。）において、毎年度、庁内関係機関の施策の推進状況を「山梨県男女共

同参画審議会」に報告することとしている。 

【「第４次ＤＶ防止計画」の趣旨】 

○県では、「第４次ＤＶ防止計画」に基づき、関係各課が連携し、各種施策を総合的に推進する。 

○「配偶者等からの暴力を許さない社会づくりの推進」「被害者に配慮した相談・保護体制の充実」

「自立に向けた環境整備の促進」「関係機関の支援ネットワークの充実」の４つの基本目標の下

に１８の重点目標を設定。 

○併せて、「若年層への教育及び周知・啓発の推進」「相談員等の資質向上」「関係機関のネットワ

ークの充実」の３つを強化項目に設定。 

【取組の体制】 

 

 

 

 

 

 

 

（１）令和３年度までの山梨県のＤＶ相談等の状況 

 

 

 

 

  

 
全庁体制での施策の実施 

資料（４）－２ 

※相談件数は平成 29 年度以降増加傾向にあり、令和２年度は過去最多となった。令和３年度は前年

度と比較して減少したものの、依然として高い件数を推移している。減少の理由について分析は困難

だが、コロナ禍におけるさまざまな給付金を被害者が直接受給するための事務手続きが令和２年度中

に整ったことで、令和３年度に入り受給にかかる証明書の発行に係る相談数が減ったことが、一つの

要因として挙げられる。（県女性相談所） 
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（２）「第４次ＤＶ防止計画」における強化項目の進捗状況 

強化項目１：若年層への教育及び周知・啓発の推進 

◇ 県内の高校入学者等に対してデートＤＶ防止啓発パンフレットを配布した。 

◇ 小中学校養護教諭、高校生徒指導主事に対してデートＤＶ防止啓発研修会を行った。 

◇ 県内の学校に対してデートＤＶに関する出前講座を実施した。（ぴゅあ総合） 

◇ 看護師等養成所等において、相談カードの設置・配布等を通じ、学生への啓発を図った。（医

務課） 

 

強化項目２：相談員等の資質向上 

◇ 配偶者暴力相談支援センター職員の県内外の専門研修への派遣等により相談技術の向上・習得

や多分野の知識習得に努めた。（配偶者暴力相談支援センター） 

◇ 関係機関及び市町村の相談担当職員等を対象とした研修会を開催し、スキルアップに努めた。

（配偶者暴力相談支援センター） 
 

強化項目３：関係機関のネットワークの充実 

◇ 関係機関連絡協議会や実務者会議を開催し、情報共有を図った。（女性相談所） 

◇ 状況に応じて警察や裁判所と連携し、被害者の自立支援に関しては市町村や関係機関と連携を

取った。（女性相談所） 

◇ 同伴する子どもに対して、児童相談所等と連携し子どもの学習支援や心理的ケアを行った。（女

性相談所） 

  

※一時保護件数は、全国では、減少傾向にある。本県について見ると、ピークであった平成20年

や26～28年と比較すると、29年以降は件数が減少している。児童を同伴するケースについては

常に一定数が存在する。 
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（３）「第４次ＤＶ防止計画」における数値目標の進捗状況 

 

 ◆数値目標１：若年層のＤＶ予防のための出前講座等開催 

H29 年度値 R３年度値 R５目標値 

３回 11 回 15 回 

 

〇男女共同参画・共生社会推進統括官は教職員向け、男女共同参画推進センターは生徒向けの講座等を開催

している。 

 平成30年度から県立大学の授業の中で年に１回講義を行っている。（女性相談所） 

○令和３年度は小中学校養護教諭を対象にデートＤＶ防止啓発研修会を実施し、研修中の様子やアンケート

結果から関心の高さが窺えた。今後も養護教諭向けの研修を継続していく。 

〇特に生徒・学生を対象とした講座の回数を増やすことで、若年層へＤＶに関する理解を促進し、将来にわ

たる暴力と被害の未然防止につなげる。 

◆数値目標４：ＤＶ防止計画策定市町村数  

H29 年度値 R３年度値 R５目標値 

20 市町村 21 市町村 27 市町村（全市町村） 

 

○「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」において、市町村のＤＶ防止計画策定は 

努力義務とされている。 

○未策定の市町村については、男女共同参画計画も策定されていない場合が多い。（２つの計画は一体と 

して策定することができる。） 

○地域に根差したきめ細やかな支援を可能とするために、全市町村の策定を目指し、未策定市町村に対して

積極的に情報提供を行い、計画策定について引き続き働きかけていく。 

◆数値目標３：関係機関ネットワーク会議の開催回数 

H29 年度値 R３年度値  R５目標値 

３回 ３回 ８回 
 

○関係機関連絡協議会（男女共同参画・共生社会推進統括官主催）では、前年度の県事業の実施状況や県内

の相談件数に 関する報告と情報共有を行っている。 

○実務者会議（女性相談所主催）では、実際に相談対応にあたる配偶者暴力相談支援センターと市町村の職

員が情報共有と事例検討等を通じて資質向上を図っている。 

○被害者に対して包括的な支援を滞りなく提供できるよう、関係機関ネットワーク会議の回数や内容を 

充実させることで、国、県、市町村、警察、民間支援機関の連携体制の強化を図る。 

◆数値目標２：相談員等の専門研修受講回数 

H29 年度値 R３年度値  R５目標値 

25 回 20 回 30 回 
 

〇新型コロナウイルスの影響による研修中止を受け、相談員等の専門研修受講回数は減少している。 

○男女共同参画・共生社会推進統括官では、国や民間団体等の研修情報の周知や研修参加費用の負担等によ

り相談員の研修受講を後押ししている。 

○今後はオンライン研修等も活用しつつ、相談員等がＤＶ相談対応に必要な幅広い知識や情報を習得する 

ための専門研修を受講しやすい環境を整えることで、相談員等の継続的な資質向上を図り、ＤＶ相談に 

対する迅速かつ適切な対応を可能とする体制を強化していく。 


